
 

私立幼稚園預かり保育推進補助金取扱要領 
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１４生文私振第５９１号 

生活文化局私学部長決定 

 

１ 要綱 第４に定める要件 

  第４（２）における補助対象施設について、以下の（１）及び（２）に該当している

ことを要件とする。 

（１）平成２６年度に私立幼稚園預かり保育推進補助金の補助実績があった施設。 

（２）以下のアからウのいずれかに該当する施設。  

ア 預かり保育を利用する園児の保護者の居住地の区市町村（以下「利用者居住区市町

村」という。）が「一時預かり事業の実施について」（平成２７年７月１７日付２７

文科初第２３８号及び雇児発０７１７第１１号。文部科学省初等中等教育局長及び厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）別紙「一時預かり事業実施要綱」に基づき実

施又は助成する幼稚園型一時預かり事業（以下「幼稚園型一時預かり事業」という。）

を実施していない場合 

イ 利用者居住区市町村が幼稚園型一時預かり事業を実施しているが、幼稚園型一時預

かり事業としての設備・人員基準等を満たしておらず幼稚園型一時預かり事業を受託

できない、又は補助を受けられない場合 

ウ 利用者居住区市町村が幼稚園型一時預かり事業を実施しており、幼稚園型一時預か

り事業としての設備・人員基準等を満たしているが、従来の私立幼稚園預かり保育推

進補助金による預かり保育の支援方法との間に大きな差異がある場合  

 

２ 要綱 第５に定める期間 

  第５（４）アにおける、実施日数を測定する春期休暇の期間は、補助金交付年度（以

下「交付年度」という。）期首を含む期間（通例は前年度３月下旬～交付年度４月上旬）

とする。 

 

３ 要綱 第６に定める補助単価 

  要綱 第６のいずれかの要件を満たす場合には、それぞれ以下に定める単価により算

定した額を、予算の範囲内で補助する。ただし、補助事業に要する経費を上限とし、１

００円未満の端数がある場合は切り捨てることとする。 

（１）要綱 第６ １に対応する単価 

   

 

 

 

 

 

平均預かり園児数
教育時間終了後

2時間
教育時間終了後
３時間以上

早朝時間 春期休暇 夏期休暇 冬期休暇

１４人以下 ８０万円 １２万円×延長時間 ２０万円 ７万円 １３万円 ７万円

１５～２９人 １００万円 ２４万円×延長時間 ４０万円 １４万円 ２６万円 １４万円

３０人以上 １２０万円 ３６万円×延長時間 ６０万円 ２１万円 ３９万円 ２１万円



 

（注１）教育時間終了後の１日当たりの平均預かり園児数（以下「平均預かり園児数」

という。）は、交付年度５月の正規の保育時間終了後の預かり保育を受けた延

べ園児数を同年５月の預かり保育延べ実施日数で除した数とし、小数点以下の端

数が生じたときは、これを切り捨てる。  

（注２）延長時間は、預かり保育実施時間数から教育時間終了後の２時間の預かり保

育を除いたものとする（１時間未満切捨て）。また、当該延長時間は４時間を

上限とする。 

（注３）早朝時間の平均預かり園児数は、交付申請書４（２）ウ 早朝の預かり保育

「１日当たりの平均園児数」によるものとし、小数点以下の端数が生じたときは、

これを切り捨てる。 

（注４）遅くとも５月中には、教育時間終了後の預かり保育及び早朝保育を実施して

いる必要がある。 

（注５）春期休暇、夏期休暇及び冬期休暇の平均預かり園児数は、交付申請書４（２）

エ（ア）、（イ）及び（ウ）の各長期休暇の預かり保育「１日当たりの平均園

児数」によるものとし、小数点以下の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

   なお、上記（注１）から（注５）については、以下の（２）及び（３）にも適

用する。 

（２）要綱 第６ ２に対応する単価 

 

 

 

 

 

 

       

（３）要綱 第６ ３に対応する単価 

 

 

 

 

 

 

   

 

附  則 

この取扱要領は、平成１４年４月１日から適用する。 

 

附  則（１５生文私振第５８９号） 

この取扱要領は、平成１５年度の補助金から適用する。 

 

附  則（１６生文私振第８８４号） 

平均預かり園児数
教育時間終了後

2時間
教育時間終了後
３時間以上

早朝時間 春期休暇 夏期休暇 冬期休暇

１４人以下 ８０万円 １４万円×延長時間 ２０万円 ８万円 １５万円 ８万円

１５～２９人 １００万円 ２８万円×延長時間 ４０万円 １６万円 ３０万円 １６万円

３０人以上 １２０万円 ４２万円×延長時間 ６０万円 ２４万円 ４５万円 ２４万円

平均預かり園児数
教育時間終了後

2時間
教育時間終了後
３時間以上

早朝時間 春期休暇 夏期休暇 冬期休暇

１４人以下 ８０万円 ２１万円×延長時間 ２０万円 １２万円 ２２万円 １２万円

１５～２９人 １００万円 ４２万円×延長時間 ４０万円 ２４万円 ４４万円 ２４万円

３０人以上 １２０万円 ６３万円×延長時間 ６０万円 ３６万円 ６６万円 ３６万円



 

この取扱要領は、平成１６年度の補助金から適用する。 

 

附  則（１７生文私振第８９７号） 

この取扱要領は、平成１７年度の補助金から適用する。 

 

    附  則（２１生文私振第９１０号） 

この取扱要領は、平成２１年度の補助金から適用する。  

 

   附 則（２２生私振第４１３号） 

 この取扱要領は、平成２２年度の補助金から適用する。  

 

   附 則（２６生私振第６５４号） 

 この取扱要領は、平成２６年度の補助金から適用する。  

 

附 則（２７生私振第１１６４号） 

 １ この取扱要領は、平成２７年度の補助金から適用する。 

２ 平成２７年度については、１（１）の「私立幼稚園預かり保育推進補助金の補助実

績」を「私立学校経常費補助金の特別補助「預かり保育事業補助」、私立幼稚園教育

振興事業費補助金の特別補助「預かり保育事業補助」又は私立幼稚園預かり保育推進

補助金のいずれかの補助実績」と読み替える。 

 ３ 平成２７年度については、１（２）ウの「私立幼稚園預かり保育推進補助金」を「私

立学校経常費補助金の特別補助「預かり保育事業補助」、私立幼稚園教育振興事業費

補助金の特別補助「預かり保育事業補助」及び私立幼稚園預かり保育推進補助金」と

読み替える。 

 

 附 則（２９生私振第１０６６号） 

 この取扱要領は、平成２９年度の補助金から適用する。 

 

附 則（２生私振第１１８３号） 

 １ この取扱要領は、令和２年度の補助金から適用する。 

２ 令和２年度については、２の「第５（４）ア」を「第５（３）」と読み替える。 

３ 令和２年度については、３を以下のとおりに読み替える。  

  令和元年度に適用した単価に基づき、それぞれ以下に定める単価により算定した額

を、予算の範囲内で補助する。 

  なお、令和元年度に私立幼稚園預かり保育推進補助の補助実績がない場合で、令和

元年度に預かり保育の実施実績がある場合には、令和元年度に実施した預かり保育の

内容を、令和元年度適用の私立幼稚園預かり保育推進補助金交付要綱（以下「交付要

綱」という。）及び私立幼稚園預かり保育推進補助金取扱要領（以下「取扱要領」と

いう。）にあてはめ、該当する単価を令和元年度に適用した単価とみなす。また、令

和元年度に私立幼稚園預かり保育推進補助の補助実績がない場合で、令和元年度に預

かり保育の実施実績もない場合には、令和２年度に実施する預かり保育の内容を、令



 

和元年度適用の交付要綱及び取扱要領にあてはめ、該当する単価を令和元年度に適用

した単価とみなす。 

ただし、補助事業に要する経費を上限とし、１００円未満の端数がある場合は切り

捨てることとする。 

（１）令和元年度に令和元年度適用の取扱要領３（１）の単価を適用した場合に対応す

る単価 

 

１日～23日
実施の場合

24日以上
実施の場合

14人以下 80万円 12万円×延長時間 20万円 11,300円×日数 27万円

15～29人 100万円 24万円×延長時間 40万円 22,500円×日数 54万円

30人以上 120万円 36万円×延長時間 60万円 33,800円×日数 81万円

平均預かり園児数
教育時間終了後

２時間
教育時間終了後
３時間以上

長期休暇

早朝時間

 

 

（注１）教育時間終了後の１日当たりの平均預かり園児数（以下「平均預かり園児数」

という。）は、正規の保育時間終了後の預かり保育を受けた延べ園児数を、預

かり保育延べ実施日数で除した数とし、小数点以下の端数が生じたときは、これ

を切り捨てる。 

（注２）延長時間は、預かり保育実施時間数から教育時間終了後の２時間の預かり保

育を除いたものとする（１時間未満切捨て）。また、当該延長時間は４時間を

上限とする。 

（注３）早朝時間の平均預かり園児数は、正規の保育時間前の預かり保育を受けた延

べ園児数を預かり保育延べ実施日数で除した数とし、小数点以下の端数が生じた

ときは、これを切り捨てる。 

（注４）教育時間終了後、延長時間及び早朝時間は、単価を交付年度の１２か月分の

上限額とし、補助金の額の算定に当たっては、要綱第５の要件を満たす月の数

に応じた額を補助金の額とする。 

（注５）長期休暇の平均預かり園児数は、春期休暇、夏期休暇及び冬期休暇の期間の

預かり保育を受けた延べ園児数を預かり保育延べ実施日数で除した数とし、小

数点以下の端数が生じたときは、これを切り捨てる。  

（注６）新型コロナウイルスに係る対応として休園等とした日の取扱いは、以下のと

おりとする。 

ア 園則等で定める教育時間の時間帯に預かり保育を実施し、その後さらに

２時間以上の預かり保育を実施した場合には、教育時間終了後の預かり保

育を実施したものとみなす。 

また、同日において、園則等で定める教育時間の時間帯の前に１時間以

上の預かり保育を実施した場合には、早朝時間の預かり保育を実施したも

のとみなす。 

イ 園則等で定める教育時間の時間帯についてのみ預かり保育を実施し、か

つ、この預かり保育が１日４時間以上である場合には、長期休暇の預かり

保育を実施したものとみなす。 



 

   なお、上記（注１）から（注６）までについては、以下の（２）及び（３）に

も適用する。 

 

（２）令和元年度に令和元年度適用の取扱要領３（２）の単価を適用した場合に対応す

る単価 

  

１日～23日
実施の場合

24日以上
実施の場合

14人以下 80万円 14万円×延長時間 20万円 13,000円×日数 31万円

15～29人 100万円 28万円×延長時間 40万円 25,900円×日数 62万円

30人以上 120万円 42万円×延長時間 60万円 38,800円×日数 93万円

平均預かり園児数
教育時間終了後

２時間
教育時間終了後
３時間以上

早朝時間

長期休暇

 

 

（３）令和元年度に令和元年度適用の取扱要領３（３）の単価を適用した場合に対応す

る単価 

 

１日～34日
実施の場合

35日以上
実施の場合

14人以下 80万円 21万円×延長時間 20万円 13,200円×日数 46万円

15～29人 100万円 42万円×延長時間 40万円 26,300円×日数 92万円

30人以上 120万円 63万円×延長時間 60万円 39,500円×日数 138万円

長期休暇

早朝時間平均預かり園児数
教育時間終了後

２時間
教育時間終了後
３時間以上

 

 


